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令和５年度ＩＣＴを活用した保健事業実施支援事業委託業務 

に係るプロポーザル公募要領 

  

１ 概要 

（１）委託業務名 

令和５年度ＩＣＴを活用した保健事業実施支援事業委託業務 

（２）事業の目的 

    和歌山県内市町村国保における特定保健指導の実施率は、令和３年度で２０.７%

と低い状況が続いており、健康管理が必要な指導対象者の健康状態の把握、個々の

状態に応じた保健指導等が十分にできていないことが課題となっている。 

このため、従来型の手法に加え、ＩＣＴの特性を活用した保健指導を実施するこ

とで、保健指導の実施率及び実施効果の向上を図ることを目的とする。 

（３）業務内容 

① モデル市町村が選定する指導対象者へのＩＣＴツールの貸与・提供 

② ①の使用方法に関する相談対応 

③ 住民説明会等の開催 

④ 県が開催する運動教室との連携 

⑤ アンケートの実施 

⑥ フォローアップ事業 

⑦ 事業成果報告書の作成及び成果報告会での報告 

⑧ モデル市町村からの相談対応及び事務処理全般 

⑨ 貸与したＩＣＴツールの回収 

   ※詳細は、別添仕様書による。 

（４）見積もり限度額 

53,009 千円（消費税及び地方消費税含む。） 

（５）契約期間 

契約締結日から令和６年３月 29 日まで 

 

２ 応募資格 

別紙１に掲げる各条件を満たす者 

 

３ スケジュール 

（１）企画提案書作成に関する質問受付 令和５年７月 1４日(金)～８月８日(火) 

（２）企画提案書等の受付       令和５年７月 1４日(金)～８月 1５日(火) 

（３）審査委員会            別途、参加者あて通知 

（４）審査結果の通知          審査委員会の翌日以降速やかに通知 
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４ 本プロポーザルに係る質問及び回答について 

    本プロポーザルに関する質問は、以下の手順により受け付ける。 

（１）受付期間 令和５年７月 1４日(金)～令和５年８月８日(火)午後５時必着 

（持参の場合は、上記期間の土曜日、日曜日及び祝日を除く日の午前   

９時～午後５時） 

（２）受付方法 

    質問票（様式 1）により、持参、郵送、FAX 又は電子メールにより、下記 11

まで提出すること。 

（３）回答方法 

和歌山県ホームページへの掲載の方法により公表する。 

※軽易な質問については、口頭又は電子メールにより直接質問者に回答を行う。 

なお、提案書類の記載内容及び評価基準に関する質問、他の応募者からの提案書

提出状況に関する質問、積算に関する質問等は、公平性の確保及び公正な選考を妨

げるおそれがあることから受け付けない。 

 

５ 企画提案書等の提出について 

（１）提出書類 

別表のとおり 

（２）受付 

① 提出方法 

下記 11 まで持参又は郵送で提出すること。ただし、郵送の場合は、簡易書

留郵便等の差出し、受領の記録が残る方法に限る。 

② 受付期間 

令和５年７月 1４日（金）～令和５年８月 1５日（火）午後５時必着 

（持参の場合は、上記期間の土曜日、日曜日及び祝日を除く日の午前９時～   

午後５時） 

③ その他 

      申込後、辞退する場合は、応募辞退届（様式 6）を下記 11 まで提出するこ

と。 

（３）その他 

① 企画提案書等の作成及び提出に要する経費は、提案者の負担とする。 

② 企画提案書提出後は、原則として企画提案書の差替、追加を認めない。 

    ③ 企画提案書等は、提案者に無断で使用しないものとする。 

         （ただし、提案のあった内容については、提案者の了解の上、今後の企画の

参考にすることがある。） 

④ 企画提案書等は、審査を行う作業に必要な範囲において、複製を作成するこ

とがある。 
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⑤ 提出のあった企画提案書等は、返却しない。 

 

６ 企画審査及び契約候補者の採用方法について 

（１）審査方法 

① 企画提案書及び 20 分程度（説明 15 分、質疑５分）のプレゼンテーション

（質疑応答含む。）により審査を行う。 

② プレゼンテーションでは、企画提案書の内容確認及び説明ヒアリングを実施

する。（追加提案や追加資料の配布、パソコンやプロジェクター等の利用は認

めない。） 

③ 審査は、和歌山県福祉保健部所管公募型プロポーザル方式等事業者選定委員

会の委員が、あらかじめ定めた評価項目及び評価点に基づき、提出書類及び参

加者によるプレゼンテーション内容により審査・評価を行う。 

 （２）審査基準 

評価項目  着眼点  評価点  

１ 企画内容 

(1)事業の目的を的確に捉えた企画が提案され

ているか。 
５点 

(2)仕様書に掲げる事項について、要件を満た 

した提案をしているか。 
５点 

(3)事業対象者が継続的に参加したいと思うよ

うな企画が提案されているか。 
15 点 

(4)参加市町村の負担をできるだけ増加させな

い企画が提案されているか。 
15 点 

２ 分析手法 
得られた測定データや参加者アンケートか

ら、より有用な事業効果の検証が行えるか。 
20 点 

３ 信頼性 

事業において使用するアプリの信頼性、デー

タ管理における情報セキュリティが高い次元

で確保されているか。 

10 点 

４ 実績 
本事業に類する事業で実績があり、その経験

等を十分に活用することが期待できるか。 10 点 

５ 事業実施体制 
事業を適正に実施するための組織体制、バッ

クアップ体制、事業規模を有しているか。 
10 点 

６ 見積額の妥当性 
見積額に必要な経費が計上され、かつ妥当で

あるか。 
10 点 

合 計 100 点 
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（３）契約候補者の採用方法 

審査の結果、合計点が最も高い者を契約候補者として採用する。最高点の者が複

数の場合は、審査委員の協議により決定する。 

ただし、全審査委員の採点の平均点が 60 点未満の場合は、契約候補者として選

定しない。 

なお、応募者が 1 者のみの場合、審査結果において全審査委員の採点の平均点が

60 点以上のときは、当該応募者を契約候補者とする。ただし、60 点未満のとき

は、契約候補者を選定しない。 

（４）審査結果について 

採用・不採用に関わらず、書面により通知する。なお、契約候補者の名称及び評

価点については、和歌山県のホームページにて公表する。 

（５）実施日時 

別途、参加者あて通知する。 

 （６）実施場所 

    別途、参加者あて通知する。 

※今般の状況を踏まえ、審査をオンライン等で実施することがある。 

 

７ 失格の条件 

  以下の条件のいずれかに該当する場合は、失格となることがある。 

（１）「２ 応募資格」に掲げる要件を満たさない場合 

（２）企画提案書の提出方法、提出先、提出期限に適合しない場合        

（３）企画提案書作成のための仕様書等に示された条件に適合しない場合  

（４）企画提案書に記載すべき事項の全部又は一部が記載されていない場合 

（５）企画提案書に記載すべき内容以外の内容が記載されている場合  

（６）提案者に次の行為があった場合 

① 審査委員に対して、直接、間接を問わず故意に接触を求めること 

② 他の提案者と応募提案の内容又はその意思について相談を行うこと 

③ 事業者等選定終了までの間に、他の提案者に対して応募提案の内容を意図的

に開示すること 

④ 応募提案書類に虚偽の記載を行うこと 

⑤ その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行うこと 

 

８ 契約の締結 

（１）契約内容についての協議 

選定した契約候補者と和歌山県は、企画提案の内容をもとに協議の上、仕様書の

内容を確定し契約を締結する。 

なお、協議が整わない場合又は契約候補者が契約を辞退した場合は、審査結果に
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おいて評価が次点の者を契約候補者とし、協議する。 

（２）契約保証金 

受託者は契約金額の 100 分の 10 の額の契約保証金を契約と同時に納付しなけ

ればならない。ただし、和歌山県財務規則第 93 条に該当する場合は契約保証金を

免除する。  

（３）支払方法 

契約代金の支払いについては、精算払いとする。 

（４）その他 

企画提案の内容については、契約候補者の提案に単純に拘束されるものではなく

より事業の効果を上げるため、協議により適宜変更できるものとする。 

 

９ 業務の適正な実施に関する事項 

（１）業務の全部再委託の禁止 

受託者は、本事業の全部又は一部の処理を第三者に委託し、又は請け負わせるこ

とはできない。 

ただし、効率的な業務を遂行する上で必要と認めるときは、委託者の事前の承諾

を得た上で、その一部を委託することができるが、再委託費の合計金額は、全委託

費の 1/2 未満でなければならない。 

（２）個人情報保護 

受託者は、本事業に係る業務を処理するため知り得た個人情報については、「個

人情報の保護に関する法律」に基づき、適切な管理を行い、その取扱いに特に慎重

を期し、物理的・人的原因による漏洩が生じないように措置すること。 

なお、上記を担保するため、別紙２「個人情報取扱特記事項」を遵守すること。 

（３）守秘義務 

受託者は、本事業を遂行する上で知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。

なお、本事業終了後も同様とする。 

（４）経理 

本事業に係る経理状況を明確にしておくとともに、委託者の求めに応じて説明す

る必要がある。 

 

10 その他 

（１）このプロポーザル及び契約手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び

日本国通貨とする。 

（２）採用された企画案、本業務に基づき制作された成果物に関し、全ての著作権は、

和歌山県に帰属するものとし、和歌山県の判断で自由に使用し、又は使用させるこ

とができるものとする。  

（３）業務の履行及び提出書類の内容に含まれる著作権、特許権、実用新案権、意匠
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権、商標権その他日本国の法令に基づき保護される第三者の権利の対象となってい

る事業手法、維持管理手法等を用いた結果生じた事象に係る責任は、全て受託者が

負うこと。  

（４）業務の履行に際し、第三者が権利を有する著作物（写真等）を使用する場合に

は、著作権、肖像権等に厳重な注意を払い、当該著作物の使用に関する費用の負担

を含む一切の手続を受託者において行うこと。 

 

11 書類提出先・お問い合わせ先 

和歌山県 福祉保健部 健康局 国民健康保険課 

〒640-8585 和歌山市小松原通一丁目１番地 

TEL 073-441-2541  FAX 073-431-1010 

E-mail  e0506001@pref.wakayama.lg.jp 
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本要領２に定める要件は、次に掲げる条件を満たす者であること 
 
(１) 次のア及びイのいずれにも該当しない者であること。 

ア 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号。以下「政令」という。）第 167 条の 4 第１項各号のいずれか

に該当する者。ただし、同項第１号に該当する者であって、同項に規定する特別の理由がある場合に該当するも

のについては、この限りではない。 

イ 政令第 167 条の 4 第 2 項各号のいずれかに該当すると認められる者で、入札に参加することを停止された期

間を経過しないもの又はその者を代理人、支配人その他の使用人もしくは入札代理人として使用する者 

(２) 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条第 1 項又は第 2 項の規定による再生手続開始の申 

立てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法第 33 条第 1 項の再生手続開始の

決定を受け、その決定に係る同法第 174 条第 1 項の再生計画認可の決定が確定している場合は、この限りでな

い。 

(３) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号)第 17 条第 1 項又は第 2 項の規定による更生手続開始の申立てをしてい

ない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法第 41 条第 1 項の更生手続開始の決定を受け、そ

の決定に係る同法第 199 条第 1 項の更生計画の認可の決定がある場合は、この限りでない。 

(４) 和歌山県の区域内（以下「県内」という。）に本店又は支店その他の事業所を有する者にあっては、県税に係る

徴収金を完納していること。 

(５) 消費税及び地方消費税を完納していること。 

(６) 申請日現在において、１年以上の営業経験を有し、かつ、法人にあっては、原則として、本プロポーザルへの

参加を希望する業務種目を法人の目的としていることが、登記事項証明書により確認できること。 

(７) 本プロポーザルへの参加を希望する業務種目の営業を行うにつき、法令等の規定により必要な官公署の免許、登

録、許可、認可等（以下「許認可等」という。）を受けている者又は必要な官公署への届出等を行っている者であ

ること。 

(８) 和歌山県が行う競争入札に関する指名停止又は資格停止の措置を受けていない者であること。 

(９) 次のアからケまでのいずれにも該当しない者であること。  

 ア 和歌山県暴力団排除条例（平成 23 年和歌山県条例第 23 号）第 2 条第 1 号に規定する暴力団、同条第 3 号に

規定する暴力団員等若しくは同条第 2 号に規定する暴力団員ではないが、暴力団と関係を有しながら、その組織

の威力を背景として暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条第 1 号

に規定する暴力的不法行為等を行う者（以下「暴力団等」という。）が経営し、又は経営に実質的に関与してい

る者 

 イ 不当と認められる目的を有して暴力団等が経営し、又は実質的に関与している者を利用している者 

 ウ 暴力団等に対する資金等の供給又は便宜の供与を行っている者 

 エ 暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

 オ 下請契約、資材・原材料の購入契約、委託契約その他の契約に当たり、その契約の相手方が、アからエまでの

いずれかに該当する者であることを知りながら、当該契約を締結している者 

 カ 国、地方公共団体その他の公共団体（以下「公共機関」という。）の入札、契約その他の業務の執行に関し

て、法令に違反した容疑で逮捕、書類送検若しくは起訴され、刑が確定した者（その刑に処せられ、その刑の執

行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなった者を除く。）が経営し、又は経営に実質的に関与して

いる者 

 キ 県内の公共機関が執行する入札に関して、その職員に対して脅迫的な言動をし、若しくは暴力を用いる者が経

営し、又は経営に実質的に関与している者 

 ク 和歌山県の入札制度に関して、虚偽の風説を流布し、若しくは偽計を用いるなどして、その入札制度の信用を

毀損する者が経営し、又は経営に実質的に関与している者 

 ケ キ又はクのいずれかに該当する者となった日から１年を経過しない者 

別紙１ 
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別紙２ 

 

個人情報取扱特記事項 

 

第 1 法令等の遵守 

受託者（以下「乙」という。）は、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年

法律第 57 号）に基づき、個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益

を侵害することのないよう本個人情報取扱特記事項（以下「特記事項」とい

う。）を遵守しなければならない。 

第 2 責任体制の整備 

乙は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体

制を維持しなければならない。 

第 3 作業責任者等の定め 

1 乙は、個人情報の取扱いに係る作業責任者及び作業従事者を定めなければなら

ない。 

2 作業責任者は、特記事項に定める事項を適切に実施するよう作業従事者を監督

しなければならない。 

3 作業従事者は、作業責任者の指示に従い、特記事項に定める事項を遵守しなけ

ればならない。 

第 4 取扱場所の特定 

1 乙は、個人情報を取り扱う場所を定めなければならない。 

2 乙は、和歌山県知事(以下「甲」という。)が指定した場所へ持ち出す場合を除

き、個人情報を定められた場所から持ち出してはならない。 

第 5 教育の実施 

乙は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、特記事項にお

ける作業従事者が遵守すべき事項その他本委託業務の適切な履行に必要な教育

及び研修を、作業従事者全員に対して実施しなければならない。 

第 6 守秘義務 

乙は、本委託業務の履行により直接又は間接に知り得た個人情報を第三者に漏

らしてはならない。契約期間満了後又は契約解除後も同様とする。 

第 7 再委託 

1 乙は、本委託業務を第三者（乙の子会社（会社法（平成 17 年法律第 86 号）

第 2 条第 3 号に規定する子会社をいう。）である場合を含む。）へ委託（以下

「再委託」という。）してはならない。 

2 乙は、本委託業務の一部をやむを得ず再委託する必要がある場合は、甲の承諾

を得て行うことができる。 

3 前項の場合において、乙は、再委託先に本契約に基づく一切の義務を遵守させ

るとともに、甲に対して、再委託先の全ての行為及びその結果について責任を

負うものとする。 

第 8 派遣労働者等の利用時の措置 

1 乙は、本委託業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に行わ

せる場合は、正社員以外の労働者に本契約に基づく一切の義務を遵守させなけ

ればならない。 

2 乙は、甲に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責

任を負うものとする。 

第 9 個人情報の管理 
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乙は、本委託業務において利用する個人情報を保持している間は、個人の権利

利益を侵害することのないよう各種の安全管理措置を講じるとともに、次の各

号の定めるところにより、個人情報の管理を行わなければならない。 

(1) 個人情報を取り扱う事務、個人情報の範囲及び同事務に従事する作業従事

者を明確化し、取扱規程等を策定すること。 

(2) 組織体制の整備、取扱規程等に基づく運用、取扱状況を確認する手段の整

備、情報漏えい等事案に対応する体制の整備、取扱状況の把握及び安全管理

措置の見直しを行うこと。 

(3) 作業従事者の監督・教育を行うこと。 

(4) 個人情報を取り扱う場所の管理、機器及び電子媒体等の盗難等の防止、電

子媒体等の取扱いにおける漏えい等の防止、個人情報の削除・機器及び電子

媒体等の廃棄を行うこと。 

(5) アクセス制御、アクセス者の識別と認証、外部からの不正アクセス等の防

止、情報漏えい等の防止を行うこと。 

第 10 収集の制限 

乙は、本委託業務において個人情報を収集するときは、当該事務の目的を達成

するために必要な範囲内で、その目的を明示した上で本人から収集しなければ

ならない。ただし、甲の承諾があるときは、この限りでない。 

第 11 提供された個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止 

乙は、本委託業務において利用する個人情報について、本委託業務以外の目的

で利用し、又は第三者へ提供してはならない。 

第 12 複写又は複製の禁止 

乙は、本委託業務において甲から提供された個人情報が記録された資料等を、

甲の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

第 13 受渡し 

乙は、甲乙間の個人情報の受渡しに関しては、甲が指定した手段、日時及び場

所で行わなければならない。 

第 14 個人情報の返還、消去又は廃棄 

1 乙は、本委託業務の終了時に、本委託業務において利用する個人情報につい

て、甲の指定した方法により、返還、消去又は廃棄を実施しなければならな

い。 

2 乙は、個人情報の消去又は廃棄に際し甲から立会いを求められた場合は、これ

に応じなければならない。 

3 乙は、本委託業務において利用する個人情報を消去又は廃棄する場合は、当該

情報が記録された電磁的記録媒体の物理的な破壊その他当該個人情報を判読不

可能とするのに必要な措置を講じなければならない。 

4 乙は、個人情報の消去又は廃棄を行った後、消去又は廃棄を行った日時、担当

者名及び消去又は廃棄の内容を記録し、個人情報の消去又は廃棄に係る報告書

（別記様式）により甲に対して報告しなければならない。 

第 15 報告 

乙は、甲から、個人情報の取扱いの状況について報告を求められた場合は、直

ちに報告しなければならない。 

第 16 監査及び検査 

1 甲は、本委託業務に係る個人情報の取扱いについて、本契約の規定に基づき必

要な措置が講じられているかどうか検証及び確認するため、乙及び再委託先に

対して、監査又は検査を行うことができる。 
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2 甲は、前項の目的を達するため、乙に対して必要な情報を求め、又は本委託業

務の処理に関して必要な指示をすることができる。 

第 17 事故時の対応 

1 乙は、本委託業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、その事

故の発生に係る帰責の有無にかかわらず、直ちに甲に対して、当該事故に関わ

る個人情報の内容、件数、事故の発生場所、発生状況等を書面により報告し、

甲の指示に従わなければならない。 

2 乙は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、甲その他の関係者と

の連絡、証拠保全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速かつ適切に

実施しなければならない。 

3 甲は、本委託業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に

応じて当該事故に関する情報を公表することができる。 

第 18 契約解除 

1 甲は、乙が本特記事項に定める義務を履行しない場合は、本特記事項に関連す

る委託業務の全部又は一部を解除することができる。 

2 乙は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合においても、甲に

対して、その損害の賠償を請求することはできないものとする。 

第 19 損害賠償 

乙の故意又は過失を問わず、乙が本特記事項の内容に違反し、又は怠ったこと

により、甲に対する損害を発生させた場合は、乙は、甲に対して、その損害を

賠償しなければならない。 
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別表 

令和５年度ＩＣＴを活用した保健事業実施支援事業委託業務 

プロポーザルに係る申請書類 

番号 提出書類名 部数 

１ 応募申請書（様式２） １部 

２ 応募資格に反しない旨の宣誓書（様式３） １部 

３ 

企画提案書（様式任意 正本１部、副本４部） 
・仕様書で指定する内容及び以下の事項を盛り込むこと 
(ｱ) 本事業の取組方針 
(ｲ) 本事業の全体スケジュール 
(ｳ) 実施できる事業手法及び内容 
(ｴ) 事業を遂行するに当たっての実施体制 
(ｵ) 本事業に類する事業の実施実績等（過去３か年程度）  
(ｶ) 個人情報の取り扱い  
(ｷ) その他、効果的に事業を実施するための企画案（工夫点）   
・正本１部は、社名を記載することとし、副本４部には社名、ロゴ

等は一切記載しないこと 

５部 

４ 

経費見積書（様式任意） 

・仕様書で指定する内容に要する経費を計上すること 

・各業務内容別に経費の内訳がわかるように記載すること 

・消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかに関わらず、見積もった金額に該当金額の１００分の１０に

相当する額を加算した額を記載すること 

５部 

５ 
一般財団法人日本情報経済社会推進協会が運用する、ISMS適合性

評価制度においてISO/IEC 27001を取得、又はプライバシーマー

クを取得していることが確認できる書類の写し 

１部 

６ 
直近事業年度の決算を明らかにする書類（法人は貸借対照表・損益

計算書・株主資本等変動計算書等、個人は青色申告書または白色申

告書の写し） 

１部 

７ 団体の概要に関する調書（様式４） １部 

８ 役員等に関する調書（様式５） １部 

９ 登記事項証明書 １部 

10 
和歌山県税（法人又は個人事業税、法人県民税、自動車税等）に未

納がないことの証明書 １部 

11 消費税及び地方消費税に未納がないことの証明書 １部 

※６～11 の書類については、和歌山県役務の提供等の契約に係る競争入札参加資

格を有する団体は省略することができる。（同決定通知書の写しを添付） 

※３、４作成の留意事項 

（１） 用紙の大きさは、Ａ４版縦とすること。 

    Ａ３版をＡ４サイズに折り込むことも可とする。 

（２） 提出に際しては、綴じ紐やファイルに綴じないでダブルクリップ等で提出

書類を一つにまとめて散逸しないようにすること。 


